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平成 26 年４月 16 日 

各 位 

会 社 名 株 式 会 社 学 情 

（ コ ー ド 番 号 2 3 0 1 ： 東 証 第 一 部 ） 

所 在 地 大 阪 市 北 区 梅 田 二 丁 目 ５ 番 1 0 号 

学 情 梅 田 コ ン パ ス 

代 表 者 代 表 取 締 役 社 長 中井 清和 

問 合 せ 先 管理部ゼネラルマネージャー 瀬川 哲矢 

電 話 番 号 06-6346-6830 

 

 

（訂正）第三者割（訂正）第三者割（訂正）第三者割（訂正）第三者割当当当当による第１回新株予約による第１回新株予約による第１回新株予約による第１回新株予約権権権権のののの発発発発行並びに第三者割行並びに第三者割行並びに第三者割行並びに第三者割当当当当て契約締結にて契約締結にて契約締結にて契約締結に関関関関するお知らするお知らするお知らするお知らせせせせ

の一部訂正についての一部訂正についての一部訂正についての一部訂正について    

 
 当社が平成 26 年４月 14 日に公表いたしました「第三者割当による第１回新株予約権の発行並びに第三者割

当て契約締結に関するお知らせ」について、一部訂正がありましたので、以下のとおりお知らせいたします。

なお、訂正箇所には、下線を付しております。 

 

記 

 

[訂正箇所] 

４．調達する資金の額、使途及び支出予定時期 

（２）調達する資金の具体的な使途及び支出予定時期 

 

  （訂正前） 

具体的な使途 金額（百万円） 支出予定時期 

① 既存事業の売上拡大・ブランド強化等に伴うシステム開発費用及

び営業拠点開設や人員増強・人材教育に係る費用 
2,500 

平成26年５月～

平成28年４月 
② 新規事業領域の立ち上げに係るＭ＆Ａ及び資本・業務提携に係る

費用、またはＭ＆Ａ及び資本・業務提携後に必要なシステム開発

費用 

500 

 （注）１ 手取金の具体的な使途 

① 既存事業の売上拡大・ブランド強化等に伴うシステム開発費用及び営業拠点開設や人員増強・人

材教育に係る費用 

（ⅰ）新卒就職情報サイト「朝日学情ナビ」 

（ⅱ）第二新卒・中途就職情報サイト「Ｒｅ就活」 

（ⅲ）合同企業セミナー「就職博」 

（ⅳ）公的機関等からの受託業務 

（ⅴ）ソーシャル・ネットワーキング・サービスなどの新たなメディアに対応したサービスの立

ち上げに係る業務等 

金額の内訳は、以下を想定しているものの、調達金額により変更される場合があります。 

(ⅰ)～(ⅳ)に係るシステム開発費用：400 百万円 

(ⅴ)に係るシステム開発費用：400 百万円 

(ⅰ)～(ⅴ)に係る営業拠点開設費用（賃借料、内装費、及び設備費等）：1,000 百万円（営業拠点

の開設拠点として札幌市、仙台市、岡山市、及び広島市等を計画しているものの、公的機関等か

らの受託業務により、開設拠点は変動する可能性があります。） 

(ⅰ)～(ⅴ)に係る人員増強・人材教育のための費用（100 名程度）：700 百万円 

なお、上記(ⅰ)～(ⅳ)に係るシステム開発費用以外の各項目について、余剰資金が生じた場合は、

(ⅰ)～(ⅳ)に係るシステム開発費用に充当する可能性があります。 
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                 （以下略） 

 

 （訂正後） 

具体的な使途 金額（百万円） 支出予定時期 

① 既存事業の売上拡大・ブランド強化等に伴うシステム開発費用及

び営業拠点開設や人員増強・人材教育に係る費用 
2,521 

平成26年５月～

平成28年４月 
② 新規事業領域の立ち上げに係るＭ＆Ａ及び資本・業務提携に係る

費用、またはＭ＆Ａ及び資本・業務提携後に必要なシステム開発

費用 

500 

 （注）１ 手取金の具体的な使途 

① 既存事業の売上拡大・ブランド強化等に伴うシステム開発費用及び営業拠点開設や人員増強・人

材教育に係る費用 

（ⅰ）新卒就職情報サイト「朝日学情ナビ」 

（ⅱ）第二新卒・中途就職情報サイト「Ｒｅ就活」 

（ⅲ）合同企業セミナー「就職博」 

（ⅳ）公的機関等からの受託業務 

（ⅴ）ソーシャル・ネットワーキング・サービスなどの新たなメディアに対応したサービスの立

ち上げに係る業務等 

金額の内訳は、以下を想定しているものの、調達金額により変更される場合があります。 

(ⅰ)～(ⅳ)に係るシステム開発費用：421 百万円 

(ⅴ)に係るシステム開発費用：400 百万円 

(ⅰ)～(ⅴ)に係る営業拠点開設費用（賃借料、内装費、及び設備費等）：1,000 百万円（営業拠点

の開設拠点として札幌市、仙台市、岡山市、及び広島市等を計画しているものの、公的機関等か

らの受託業務により、開設拠点は変動する可能性があります。） 

(ⅰ)～(ⅴ)に係る人員増強・人材教育のための費用（100 名程度）：700 百万円 

なお、上記(ⅰ)～(ⅳ)に係るシステム開発費用以外の各項目について、余剰資金が生じた場合は、

(ⅰ)～(ⅳ)に係るシステム開発費用に充当する可能性があります。 

                 （以下略） 

 

以 上 

 


